令和８年度埼玉県重度障害者グループホーム整備促進事業費補助金募集要領

１　趣旨
　　本募集要領は、埼玉県重度障害者グループホーム整備促進事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に基づく事業を実施する者を募集するために必要な事項を定めるものである。

２　補助採択箇所数
　　３箇所とする。ただし、予算の範囲内で３箇所を超えて採択することがある。
　　（参考）補　助　率　県３／４　法人１／４
　　　　　　補助上限額　スプリンクラー設備設置工事を行う場合　　　８，０００千円
　　　　　　　　　　　　スプリンクラー設備設置工事を行わない場合　６，０００千円

３　選考方法及び選考結果の通知
（１）選考方法
[bookmark: _Hlk103885001]応募申請書により、申請事業の有効性（障害者入所施設から地域生活への移行、重度障害者の入居人数、整備定員数）、重度障害者の障害特性に合わせた改修工事等の必要性、事業の実現性を評価し、申請法人の適格性（療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は共同生活援助のいずれかの障害福祉サービスを前年度末時点で１年以上提供した重度障害者が１０名以上いる法人等）、運営状況を踏まえ、選考する。
（２）選考結果の通知
　　　選考結果については、申請者（法人）に文書で通知する。

４　交付要綱第３条（３）「既存建物」の定義について
　　「建設工事の完了の日から起算して概ね１年を経過している建物をいう。なお、当該建物の建築確認年月日が昭和５６年６月１日より前の場合は、耐震診断により耐震基準を満たしていることが確認できる建物を、本要領の「既存建物」とする。

５　建物を賃貸借もしくは使用貸借する場合の留意事項
　　本補助金を活用した整備については、財産の処分制限期間（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１５条））がかかります。自己所有物件でない場合は、当該期間を超えてグループホームを安定的に運営するために、下記（１）、（２）のとおり同意等を得てください。
（１）建物の貸主の同意
　　　建物の貸主に対して、今回の整備について、財産の処分制限期間があることを含め、　　説明を行い、同意を得てください。
	（参考）制限期間の一例
　建物の耐用年数に応じた財産処分の制限期間（用途：寄宿舎の場合）
　・鉄筋コンクリート　４７年
　・木造　　　　　　　２２年
　建物附属設備の耐用年数に応じた財産処分の制限期間
　・消火、排煙又は災害報知設備及び格納式避難設備　８年
　・給排水又は衛生設備及びガス設備　１５年
　・冷房、暖房、通風又はボイラー設備　１３年又は１５年




（２）建物の賃貸借契約書等の貸与期間
　　　建物の貸与期間は、財産処分制限期間以上であることが望ましく、少なくとも、財産
　　処分制限期間までは貸与を受けられるよう、貸与の期間に関し更新・継続規定を設けて
　　ください。

６　応募申請意向確認シートの提出
　　応募申請の意向がある場合は、応募申請書受理後の事務を円滑に行うため、下記７の応募申請書の提出に先立ち、応募申請意向確認シートを提出してください。
（１）提出時期
　　　早めの提出に御協力をお願いいたします。（応募申請意向確認シートの提出の有無は、
　　　応募申請書の選考結果に影響しません。）
（２）提出書類
　　　応募申請意向確認シート（別紙１）
（３）提出先
　　　埼玉県福祉部障害者支援課施設整備・法人指導担当にe-mailで提出してください。
　　　送信先：a3300-09@pref.saitama.lg.jp　

７　応募申請書の提出期限、提出書類及び提出先
（１）提出期限
　　　令和８年６月２２日（月）必着
（２）提出書類
　　　下記の各書類（写しの書類には申請者（法人）による原本証明が必要）
　　　・応募申請書（別紙２－１）
　　　・補助申請額積算調書（交付要綱の別記第１号様式の別紙１）
　　　・事業計画調書（交付要綱の別記第１号様式の別紙２）
　　　・補助金対象要件に係る確認書（交付要綱の別記第１号様式の別紙３）
[bookmark: _Hlk132290781]　　　・グループホームの指定に必要な手続き、対応状況（別紙２－２）
　　　・事業実施に関する工事見積書及び平面図等
　　　・工程表（改修工事及び各種（用途変更、消防設備、指定）手続き）
　　　・改修物件に係る所得又は長期賃貸借契約の確約に関する書面
[bookmark: _Hlk103614411]　　　　※建物を賃貸借もしくは使用貸借する場合、今回の整備及び財産の処分期間がある
　　　　　ことに関しての貸主の同意書を添付
[bookmark: _Hlk104379086]　　　・建物（改修物件）の検査済証の写し
[bookmark: _Hlk103622883]　　　　※建築確認年月日が昭和５６年６月１日より前の場合は、耐震診断結果票の写しを添付
　　　・申請者の当該年度の収支予算書及び前年度の収支決算書
（３）提出先
　　　埼玉県福祉部障害者支援課施設整備・法人指導担当にe-mailで提出してください。
　　　送信先：a3300-09@pref.saitama.lg.jp

８　問い合わせ先
　　埼玉県福祉部障害者支援課　施設整備・法人指導担当
　　電話：048-830-3313 FAX：048-830-4783
　　e-mail：a3300-09@pref.saitama.lg.jp







別紙２－１
番　　　　　　号
令和　年　月　日

埼玉県福祉部障害者支援課長　様

　　所在地
　　団体名
　　代表者職名　　　　　　　　　　　　　　
　　（担当者名氏名：　　　　　　　　　　）

　　　令和8年度埼玉県重度障害者グループホーム整備促進事業への応募申請について

　標記事業の応募を行うため、下記及び関係書類を添えて申請します。
記
　１　障害者支援施設又は生活介護事業所の運営実績等
	※現在運営している障害者支援施設の施設数・入所者数、生活介護事業所の事業所数・利用者数を記入
　してください。
※共同生活援助事業所を運営しているが、障害者支援施設又は生活介護事業所を運営されていない法人
　においては、重度障害者の支援の取組（現在、グループホームに入居している重度障害者の支援にお
　いて特に注意して実践している事項や、今後県が実施するグループホーム職員に対しての研修事業の
　参加意向など）を記入してください。













　２　関係書類
　・補助申請額積算調書（交付要綱の別記第１号様式の別紙１）
　・事業計画調書（交付要綱の別記第１号様式の別紙２）
　・補助金対象要件に係る確認書（交付要綱の別記第１号様式の別紙３）
　・グループホームの指定に必要な手続き、対応状況（別紙２－２）
　・事業実施に関する工事見積書及び平面図等
　・工程表（改修工事及び各種（用途変更、消防設備、指定）手続き）
　・改修物件に係る取得又は長期賃貸借契約の確約に関する書面
　　※建物を賃貸借もしくは使用貸借する場合、今回の整備及び財産の処分期間があること
　　　に関しての貸主の同意書を添付
　・建物（改修物件）の検査済証の写し
　　※建築確認年月日が昭和５６年６月１日より前の場合は、耐震診断結果票の写しを添付
　・申請者の当該年度の収支予算書及び前年度の収支決算書

別紙２－２
グループホームの指定に必要な手続き、対応状況

○グループホームの指定相談
	項目
	内容

	所管庁・担当者
	埼玉県障害者支援課施設支援担当・＿＿＿＿＿＿＿＿＿

	相談日時・相談者
	


	相談内容
	







○手続きの対応状況（相談先、相談日時・内容、対応）
	手続き
	対応状況（相談先、相談日時・内容、対応）

	建築物の用途変更
※建築基準法に規定
　する寄宿舎の要件
　を満たすかどうか
	



	消防設備の設置
※消防法上必要な設
　備を設置する計画
　かどうか
	



	その他必要な手続き
	






○周辺住民への説明状況
	項目
	内容

	説明日
	

	説明軒数
	

	対象地域
※具体的な町名・地
　番あるいは範囲
　（別紙）等を記載
　してください。
	

	説明方法
※訪問や説明会等を
　記載してください。
	

	説明内容
※説明に使用した資
　料があれば添付し
　てください。
	



